
Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報 

１．基本的な考え方 

２．資本構成 

【大株主の状況】

 

補足説明 

３．企業属性 

コーポレートガバナンス
CORPORATE GOVERNANCE The Chukyo Bank, Limited

最終更新日：2015年4月1日
株式会社中京銀行

取締役頭取 室 成夫

問合せ先：総合企画部 TEL:052-249-1613

証券コード：8530

http://www.chukyo-bank.co.jp/

当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

 当行では、法令遵守と高い企業倫理に基づいて事業活動を行うことが、公共性と社会性が求められる銀行の責任であると認識しており、コーポ
レート・ガバナンスを確立することは、株主さま、お客さま、従業員などのステークホルダーからの信頼を向上させ、持続的かつ健全に当行が成長
していくための土台であり、ひいては企業価値の維持・増大につながるものであると考えています。 
 こうした考えのもと、当行では監査役制度を採用しておりますが、社外取締役や社外監査役に一般株主と利益相反が生じるおそれのない独立
役員の立場で、且つ会社等の組織運営の経験者としての豊富な経験と幅広い知識を有する者を選任することで、適正なコーポレート・ガバナンス
体制を確保しております。 
 また、「経営ビジョン」や「行動規範」などを定め、健全な企業風土を根づかせる様々な施策を実施するとともに、執行役員制度の導入による経
営と業務執行の分離と意思決定の迅速化、各種委員会の設置による経営管理体制の強化、IR活動による経営の透明性の確保などに取り組むこ
とにより、コーポレート・ガバナンスの充実を図っています。 

外国人株式保有比率 10%未満

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 85,343,850 39.24

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 10,998,000 5.05

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口４） 9,742,000 4.47

ミソノサービス株式会社 6,551,000 3.01

中京銀行従業員持株会 5,334,573 2.45

大同生命保険株式会社 4,700,000 2.16

あいおいニッセイ同和損害保険株式会社 3,929,000 1.80

日本生命保険相互会社 3,413,738 1.56

中京テレビ放送株式会社 2,635,000 1.21

住友生命保険相互会社 1,963,000 0.90

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

――― 

上場取引所及び市場区分 東京 第一部、名古屋 第一部

決算期 3 月

業種 銀行業

直前事業年度末における（連結）従業員
数

1000人以上

直前事業年度における（連結）売上高 100億円以上1000億円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社未満



４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針 

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情 

――― 

――― 



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況 

１．機関構成・組織運営等に係る事項 

【取締役関係】 

会社との関係(1)

 

会社との関係(2) 

組織形態 監査役設置会社

定款上の取締役の員数 10 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 8 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 1 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

1 名

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

野村克文 他の会社の出身者

※ 会社との関係についての選択項目 
※ 本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」 
※ 近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

野村克文 ○ ―――

日本の代表的な大手製造業である株式会社
東芝に永年勤務され、ドイツ、アメリカでの海外
勤務、財務部資金担当部長、広報室長を経て
東芝ファイナンス株式会社代表者、株式会社
日本政策金融公庫常勤監査役を歴任、幅広い
分野での豊富な業務経験を有し、社外の取締
役として当行の業務執行状況を透明性の高い
中立的な視点で監督する役割を担っていただ
けるもの。また、金融商品取引所の定める独
立性に関する開示加重要件にいずれも該当な
く、一般株主と利益相反が生じるおそれがない
社外取締役と判断し、独立役員として指定する
もの。

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無 なし



【監査役関係】 

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況 

会社との関係(1)

 

会社との関係(2) 

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 5 名

監査役の人数 4 名

監査役は内部監査部による内部監査結果の報告や内部統制部門による内部統制システムの整備状況の報告をうけるとともに、定期的に会計監
査人との間で会計監査などの実施状況について情報交換を実施し、監査の効率性と実効性の向上に努めております。 

社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 3 名

社外監査役のうち独立役員に指定され
ている人数

3 名

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

岡田邦彦 他の会社の出身者

尾崎泰宏 他の会社の出身者 △

村田浩子 その他

※ 会社との関係についての選択項目 
※ 本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」 
※ 近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

d 上場会社の親会社の監査役

e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

m その他

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

岡田邦彦 ○ 中部日本放送株式会社社外取締役

長年にわたり地域経済界のリーダー的立場で 
あった経験より、幅広い見識から取締役会に
対する有益なアドバイスをいただけ、当行の経
営執行等の適法性について客観的・中立的な
監査がいただけるもの。また、金融商品取引所
の定める独立性に関する開示加重要件にいず
れも該当なく、一般株主と利益相反が生じるお
それがない社外監査役と判断し、独立役員とし
て指定するもの。

尾崎泰宏 ○

尾崎氏は過去(平成8年6月まで)におい
て、当行の主要株主である株式会社三菱
東京UFJ銀行の前身行である旧東海銀行

当行の主要株主である株式会社三菱東京UFJ
銀行の前身行である旧東海銀行の常務取締
役でありましたが、平成8年6月に退任してお
り、その後の年数が10年以上経過していること
や、その後同行が平成14年1月の旧三和銀行
との合併や、平成18年1月の旧東京三菱銀行
との合併を行ったことから主要株主出身者とし
ての影響度は希薄であります。また、株式会社
三菱東京UFJ銀行と当行との間の取引上の関



【独立役員関係】 

その他独立役員に関する事項 

【インセンティブ関係】 

該当項目に関する補足説明 

該当項目に関する補足説明 

【取締役報酬関係】 

該当項目に関する補足説明 

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容 

常務取締役に就任しておりました 係は、収益、費用とも全体の1％未満であり、
一般株主と利益相反が生じるおそれがない社
外監査役と判断しております。同氏からは銀行
経営経験者としての専門的見地から取締役会
に対する有益なアドバイスをいただいており、
独立役員として指定するもの。

村田浩子 ○ ―――

長年にわたり教職および愛知県行政の中枢部
門に携わっており、その経験や幅広い見識か
ら取締役会に対する有益なアドバイスをいただ
くとともに、当行の経営執行等の適法性につい
て客観的・中立的な監査をしていただけるも
の。また、金融商品取引所の定める独立性に
関する開示加重要件にいずれも該当なく、一
般株主と利益相反が生じるおそれがない社外
監査役と判断し、独立役員として指定するも
の。

独立役員の人数 4 名

当行は独立役員の資格を満たす者を全て独立役員に指定しております。 

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

ストックオプション制度の導入

当行は、コーポレート・ガバナンス強化の一環として、株価変動のメリットとリスクを株主の皆さまと共有し、中長期の企業価値向上、株価上昇へ
の意欲や士気を一層高め、株主の皆様を重視した経営を更に推進することを目的として、平成25年6月21日開催の第107期定時株主総会の決議
に基づき、株式報酬型ストックオプション制度を導入しております。 
株式報酬型ストックオプションは、取締役（社外取締役を除く）に対して新株予約権を年額50百万円以内の範囲で割り当てます。 
また、執行役員に対して、取締役に対する株式報酬型ストックオプションの内容と同内容の新株予約権を、取締役の決議により割り当てます。 

ストックオプションの付与対象者 社内取締役、その他

報酬として新株予約権を割り当てる理由は、取締役および執行役員が株価変動のメリットとリスクを株主の皆さまと共有し、中長期の企業価値向
上、株価上昇への意欲や士気を一層高め、株主の皆様を重視した経営を更に推進することを目的とするものです。 

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

役員報酬の内容 
取締役   8名 144百万円（基本報酬103百万円、賞与8百万円、ストックオプション26百万円、退職慰労引当金5百万円） 
監査役   2名 12百万円（基本報酬 11百万円、賞与0百万円） 
社外役員 4名 18百万円（基本報酬 17百万円、賞与1百万円、退職慰労引当金0百万円） 
(注)上記の取締役および監査役の支給人数には、平成25年6月21日開催の定時株主総会の終結の時をもって退任した取締役1名および監査役1
名を含んでおります。 

報酬の額又はその算定方法の決定方
針の有無

あり

 当行の役員の報酬等は、それぞれ株主総会で決議された報酬限度額の範囲内で、取締役は個々の役員の職責に応じて内規で定められた金
額を、監査役は監査役の協議により決定した金額を支給することとしております。 



【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】 

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

 

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

 

（社外取締役）取締役会開催に際し、資料の事前配布および付議案件の内容により事前説明を行っております。 
（社外監査役）平成18年5月、監査役室に専任の監査役室長を配置し、監査役業務全般の支援を図ることとしております。社外監査役が定例監査
役会、取締役会等の会議に欠席の場合は、常勤監査役が会議内容等の説明を行っております。 

（会社の機関の内容） 
 当行では、取締役会が業務執行における最高意思決定機関で、かつ監督機関としての役割を担い、監査役会が経営監査機関として業務執行
の監査に当たる体制を採用しております。また、経営・監督機能と業務執行機能を区分し強化するとともに、意思決定の迅速化を図るため、執行
役員制度を導入しております。 
 業務執行については、各取締役および執行役員が担当部門を持ち業務執行に当たるほか、経営の基本方針や重要な業務執行は取締役会で
決定する体制としております。また、常務会を設置し、取締役会で決定する重要事項の事前審議あるいは取締役会より権限委譲された重要な業
務執行に関する意思決定を行い、取締役会の機能を補完しております。さらに、リスク管理やALMなど、組織横断的に対処すべき課題について
は、総合リスク管理委員会やALM委員会などの各種委員会を設けて幅広い協議を行っています。 
 業務執行の状況は毎月開催される定例の取締役会に報告され、執行状況の把握、監督を行っています。 
 取締役会から常務会および各業務部門に一定の権限委譲が行われ、各業務が執行されています。業務の執行においては、管理部門が営業部
門に対して業務管理を行い、リスク管理部門・コンプライアンス部門が営業部門、管理部門に対しモニタリングを行うことで、牽制が機能する体制
としております。 
 
（内部監査及び監査役監査、会計監査の状況） 
 内部監査は、当行および当行子会社等の業務全般にわたる内部管理・リスク管理態勢の有効性と適切性の検証を行うため、被監査部門に対
する監査を実施しています。 
 監査役監査は、監査役会で承認された「監査役会規程」および「監査役監査基準」に基づき、毎期策定する監査方針、監査計画に基づき実施し
ております。また監査役は取締役会に出席するのみでなく、常務会、総合リスク管理委員会、ＡＬＭ委員会など、業務執行や内部管理に関わる重
要な会議や委員会に出席し、意思決定の過程や業務の執行状況を把握するとともに、適宜必要な助言・提言を行う運営を行っております。当行
の監査役は4名で、社外監査役は3名であり、独立性・中立性を持った外部の視点から監査役会の機能強化に貢献しております。なお、社外監査
役3名を独立役員に指定しております。また監査役室に専担者１名を配属し、監査役監査を支える人材・体制を確保しております。 
 当行は、会計監査人として有限責任監査法人トーマツを選任し、財務諸表監査を受けております。業務を執行した公認会計士の氏名は、松井 
夏樹氏、瀧沢 宏光氏です。なお、当行の会計監査業務に係る補助者は、公認会計士11名およびその他7名です。 
 
（取締役の指名・報酬決定等） 
 取締役候補者の選定は、その適格性を確認のうえ、取締役会にて行っています。 
 取締役の報酬についても、取締役会にて一定の基準を定め、それに従った報酬としています。  
 
（責任限定契約の内容） 
 当行と社外取締役および社外監査役は、会社法第427条第1項の規定に基づき、会社法第423条第1項の損害賠償責任を限定する契約を締結
しております。社外取締役および社外監査役が任務を怠ったことによって、当行に対し損害賠償責任を負う場合は、会社法第425条第１項に規定
する最低責任限度額を限度としてその責任を負います。但し、責任限定が認められるのは、社外取締役および社外監査役が責任の原因となった
職務の遂行について善意でかつ重大な過失がないときに限ります。 

 当行では、法令遵守と高い企業倫理に基づいて事業活動を行うことが、公共性と社会性が求められる銀行の責任であると認識しており、コーポ
レート・ガバナンスを確立することは、株主さま、お客さま、従業員などのステークホルダーからの信頼を向上させ、持続的かつ健全に当行が成長
していくための土台であり、ひいては企業価値の維持・増大につながるものであると考えております。 
 こうした考えのもと、当行では監査役制度を採用しておりますが、社外監査役に一般株主と利益相反が生じるおそれのない独立・公正な立場
で、且つ会社等の組織運営の経験者としての豊富な経験と幅広い知識を有する者を選任することで、適正なコーポレート・ガバナンス体制を確保
しております。 
 また、平成25年６月21日の定時株主総会において、経営体制の一層の強化、ガバナンスの充実の強化を図るため、社外取締役を選任し、取締
役を７名から８名に増員しております。 
 社外取締役は一般株主と利益相反が生じるおそれのない独立・公正な立場であり、また会社等の組織運営の経験者としての豊富な経験と幅広
い知識を有しており、独立・公正な立場からの客観的・中立的な監督や取締役会等における幅広い見識に基づく有益なアドバイスが期待できるこ
とを基本的な考え方としており、社外取締役は株主さまや投資家等からの信頼を確保する上でふさわしい人物であると認識しています。 
 当行は、「経営ビジョン」や「行動規範」などを定め、健全な企業風土を根づかせる様々な施策を実施するとともに、執行役員制度の導入による
経営と業務執行の分離と意思決定の迅速化、各種委員会の設置による経営管理体制の強化、ＩＲ活動による経営の透明性の確保などに取組む
ことにより、コーポレート・ガバナンスの充実を図っています。 



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況 

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況 

２．ＩＲに関する活動状況

 

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況 

補足説明

その他 事業報告のビジュアル表示による説明など、分かりやすい株主総会の運営に努めています。

補足説明
代表者自身
による説明

の有無

個人投資家向けに定期的説明会を開催
株式会社名古屋証券取引所が主催する名証ＩＲエキスポなどにブース出展し、
個人投資家向けの企業説明を行っております。

あり

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

年１回、東京において会社説明会を開催しております。 あり

IR資料のホームページ掲載
・ＵＲＬ：http://www.chukyo-bank.co.jp/index_to.html 
・情報：決算情報、会社説明会資料、経営計画、ディスクロージャー資料

IRに関する部署（担当者）の設置 ・担当部署：総合企画部企画グループ

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの
立場の尊重について規定

経営ビジョンに、優れたサービスの提供によって、お客さまや地域社会、株主さまの信頼と期待
に応えていくことを明記している。

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施
チャレンジ25キャンペーンのチャレンジャーとして登録。主な活動としては、夏季および冬季の
空調の温度設定を弱めるなど、業務に伴う電力使用量の削減を図る他、CO2削減についての
行員への啓発などを行っております。

その他

株主優待制度として、３月31日現在の株主さまに定期預金または外貨定期預金のお預け入れ
で、「株主優待品」の中からお好みの品を選択もしくは優遇金利の適用ができる優待券を贈呈し
ております。 
なお、預入限度額等、ご利用に条件がございますので、詳しくは当行ホームページ 
（http://www.chukyo-bank.co.jp/）をご覧下さい。 
 
平成24年６月より、社外監査役に女性１名を登用し、女性の立場から取締役会に対し有益なア
ドバイスをいただくとともに、客観的・中立的な監査をしていただいております。



Ⅳ内部統制システム等に関する事項 

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況 

１ 取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制 
(1)当行は、企業としての価値観を経営ビジョンとして定め、法令等遵守が企業活動の最も基本姿勢である旨を表すとともに、役職員の活動の規
範として行動規範を定め、法令やルールを厳格に遵守することを示して、全ての役職員が、この経営ビジョン、行動規範に則って行動するよう、周
知徹底を図る。 
(2)経営ビジョン、行動規範に加えて、取締役会は役職員が遵守すべき行動のあり方をコンプライアンス・マニュアル～役職員行動規範～として定
めるとともに、業務運営で遵守すべき事項を網羅したコンプライアンス・マニュアル～銀行業務編～や業務運営に係る各種の基本規則を制定し、
その実践的運営により法令等遵守の定着を図る。 
(3)取締役会は、コンプライアンスに関する諸施策を遂行するための具体的な計画をコンプライアンス・プログラムとして毎期策定し、その進捗状況
や達成状況の報告を受けることでフォローアップし、コンプライアンスの周知徹底による実践と定着を図る。 
(4)それぞれの取締役は、業務執行に当たり善管注意義務、忠実義務を果たすため、取締役会における意思決定や、業務執行の監督に責任を負
っており、これらを取締役会で規則として定めることで、各取締役が認識する。 
 
２ 取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制 
(1)取締役の職務の執行に係る以下の文書、その他重要な情報の保存、管理については、定款、取締役会規程をはじめ主要会議運営に関する
諸規則、文書管理に関する諸規則等に定め厳正に運営する。 
ア 株主総会議事録および関連資料 
イ 取締役会議事録および関連資料 
ウ 常務会議事録および関連資料 
エ その他重要会議の議事の経過の記録および関連資料 
オ その他取締役が意思決定を行った稟議書類および関連資料 
(2)内部監査部は、重要な情報の保存、管理状況について、諸規則に定めた運営がされているかを検証し、その結果を取締役会に報告する。 
 
３ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制 
(1)取締役会は損失の危険を管理するため、リスク管理体制の整備に関する責任と権限を有しており、銀行業務から生じる様々なリスクに対する
基本的な考えやリスクの種類毎の責任部署、管理体制および具体的な管理方法等を定め、規則として制定する。 
(2)取締役会は、それぞれの業務から生じるリスクを認識し適切にコントロールするため、リスクの種類毎に責任部署を定め、リスクの状況やその
管理状況について報告を受ける体制を整備する。 
(3)取締役会は、リスク管理に関する方針、具体的施策を実行計画として半期毎に策定し、計画の推進を図るとともに、その実施状況を定期的に
評価することでリスクのコントロール、管理の高度化、体制の充実を図る。 
(4)各種のリスクを統合的に把握し管理するため、統合的にリスクを管理する専門部署を設置するとともに、総合リスク管理委員会やＡＬＭ委員会
を設置し、各部門が行っているリスク管理活動を各部門横断的に協議する体制を整備する。 
(5)内部監査部は、各リスク管理業務について、諸規則および毎期定めるリスク管理の実行計画と整合した運営がされているか、リスクコントロー
ルが有効に機能しているかを検証し、その結果を取締役会に報告する。 
(6)自然災害、システムの障害、事務上の事故、情報漏えい、風評等の要因により、業務が著しく遅延若しくは長期にわたり中断する場合、または
大きく信用が失墜し、企業としての存続が危ぶまれる状態に陥る可能性が高まる場合を、危機と定義し、基本的な対応体制、判断基準、非常時
の対応権限を予め定めるとともに、各要因毎に必要に応じて業務継続のための代替手段や手続を定めることで、平時から危機管理態勢を整備
する。 
 
４ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 
(1)取締役会は、取締役の職務が効率的に行われることを確保するため、取締役会規程その他定める規則に基づき、その責任と権限の委譲を行
っている。このうち常務会については、取締役会で決定すべき重要事項の事前審議や、取締役会が決定した基本方針に基づく業務の執行に関す
る責任権限を有し、原則週１回開催するなど、迅速な意思決定と業務執行を確保する。 
(2)取締役会は、取締役の職務分担や事務委嘱、各職務の内容に応じた責任と権限の委譲を定め、責任の明確化と業務執行の監督のための体
制を確保するとともに、業務の効率性の確保に努める。 
(3)取締役会は、執行役員を選任し、代表取締役の業務執行上の権限を執行役員に委譲することで、経営方針、経営戦略に沿った業務執行が行
われる体制を構築する。 
(4)取締役、執行役員および使用人の職務の執行が効率的になされるよう、組織機構における業務分掌と、各業務分掌における職務の内容と責
任権限について定め、業務執行の責任の明確化を図る。 
 
５ 使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制 
(1)当行は、経営ビジョン、行動規範、コンプライアンス・マニュアルで法令等遵守を定めるとともに、定めた諸規則に基づく業務運営を行うことで、
法令および定款に適合する体制を構築する。 
(2)コンプライアンスを統括管理するための組織を設置するとともに、各部門および各営業店毎に、コンプライアンスを遂行する責任者としてコンプ
ライアンス責任者と具体的施策を推進するコンプライアンス管理者を配置する。 
(3)経営と各部門、各部門間横断でコンプライアンスに関する対応等の協議を行うための会議を開催し、コンプライアンス・プログラムで掲げた施策
の推進管理、達成状況の評価を行い、コンプライアンスの実践と定着に向けた取組みを推進し、その状況を経営に報告する。 
(4)役職員一人ひとりに、倫理観の涵養と業務知識の習得を図りコンプライアンスを定着させるため、集合研修や職場研修を行うとともに、コンプラ
イアンス教育（外部試験や通信教育）の昇格要件への組入れなど教育研修制度を充実させる。 
(5)法令や定款に反するような事故の発生を未然に防止するため、各部門および営業店における相互牽制態勢の構築や内部監査部による検証、
人事ローテーションによる人事管理の徹底を図るとともに、内部通報制度を整備し不正行為の未然防止、組織内の自浄・改善を図る体制を整備
する。 
 
６ 当該株式会社並びにその親会社および子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制 
(1)中京銀行グループを構成する各会社については、業務の決定および執行についての相互監視が適正になされるよう、取締役会と監査役を設
置する。 
(2)中京銀行グループを構成する各会社において業務運営が法令および定款に適合することを確保するため、グループ各社に共通するコンプライ
アンス態勢の基本事項を定めた規則を定めるとともに、グループ共通の理念、経営方針に基づき各社の経営が行われるよう、経営管理の基本的
考えや管理方法を定め、各会社の重要な業務の決定を当行が管理するとともに、各会社から適時に業務の状況について報告を受ける体制を構
築する。 
(3)中京銀行グループを構成する各会社のそれぞれの業務に内在するリスクを認識し適切にリスクのコントロールを行うための規則を制定し、リス
クの種類毎に当行の責任部署を明確化し、リスク管理状況について報告を受けるとともに、適切に指導・監督する体制を構築する。 
(4)当行の内部監査部は、中京銀行グループを構成する各会社との間で監査に関する合意を締結し、法令等に抵触しない範囲で適切に監査を行
い、監査結果を当行の取締役会に報告する。内部監査部は各社の業務について適切に監査し検証するための監査手法の構築、ノウハウの蓄積



２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況 

に努める。 
 
７ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項 
・監査役から、その職務を補助する使用人を置くことを求められた場合には、当該使用人を配置するものとし、配置に当たっての具体的な内容（人
数、業務経験、業務知識・スキル）については、監査役会の意見を聴取しその意見を十分に考慮する。 
 
８ 前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項 
(1)監査役の職務を補助する使用人の任命、異動に当たっては、監査役会の意見を聴取し十分に考慮する。 
(2)当該使用人は、他部署の役職員を兼務せず、監査役の指揮命令下で職務を遂行し、実績評価、人事考課に当たっては監査役会の意見を聴
取し、これを尊重する。 
 
９ 取締役および使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制 
(1)取締役会は、監査役に報告すべき事項を規則に定め、取締役の意思決定や業務執行状況について適切に監査役に報告される体制を構築す
る。 
(2)監査役は監査の必要に応じて、各部門、各営業店の業務運営状況について、各部門等に対し直接報告を求めることができるものとし、監査役
の要請に基づき各取締役、執行役員、部長、営業店長は適切に監査役に報告を行う。 
 
１０ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 
(1)株主総会に付議する監査役選任議案の決定にあたっては、あらかじめ監査役会と協議をする。 
(2)取締役会は、監査役が、取締役会はもとより常務会や総合リスク管理委員会等の重要会議に出席し、取締役、執行役員、部長等の業務執行
状況について把握できる体制を構築する。このため、取締役会は、重要会議の運営を定める諸規則において、監査役の出席について規定する。
(3)代表取締役は、監査役と定期的に会合を持ち、当行の対処すべき課題、監査役監査の環境整備の状況、監査上の重要課題等について意見
交換を行う。 
(4)内部監査部は、監査役からの求めに応じて監査に協力するのみならず、監査役に内部監査の実施状況、各業務部門の業務執行や管理状況
について情報提供し、監査役監査の実効性向上に協力する。

(1)市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力に対しては、毅然とした態度を貫くことを基本として、「反社会的勢力に対する基本方針」
を定める。 
(2)反社会的勢力に関する情報収集に努め、営業店・本部間での連携を密にし、また外部専門機関との連絡体制を築いたうえで、反社会的勢力と
の取引の防止に努め、関係を遮断していく体制を整備する。 
ア 対応統括部を設置し、同部は反社会的勢力に関する事項を一元的に統括・管理し、各部店の対応に関する指導・支援を行うとともに、経営に
関わる重要な問題と認識した場合には、適切に経営へ報告する。また、各支店に「不当要求防止責任者」を配置する。 
イ 外部専門機関との連携として、愛知県企業防衛対策協議会に登録の上、必要な情報を収集・交換する。 
ウ 反社会的勢力のデータベースは、当行が入手した情報を一括して対応統括部署が管理する。 
エ 反社会的勢力に対する基本方針を、「コンプライアンス・マニュアル」に記載するとともに、業務運営の中で周知・徹底する。 
オ 反社会的勢力への対応を、コンプライアンスカリキュラム内に組み込み、研修等を行い、周知に努める。 
(3)反社会的勢力による不当要求に対応する役職員の安全を確保する。



Ⅴその他 

１．買収防衛策の導入の有無 

該当項目に関する補足説明 

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

 

買収防衛策の導入の有無 なし

――― 

 当行の情報開示規程では、「開示すべき情報を適正に開示することにより、投資者や市場および取引先に当行がより深く理解され、より良い信
頼関係を築き上げていくことを目的とするとともに、健全な証券市場の形成・発展のために上場会社としての責務を果たしていく」ことを情報開示
の目的と掲げ、「金融商品取引法等関係法令を遵守するとともに、東京証券取引所および名古屋証券取引所に上場していることに伴い、取引所
諸規則を遵守し、開示にあたっては、適時・適切であること」を基本方針としております。 
 また、情報開示委員会は、委員長を総合企画部担当役員とし、関係各部室長をメンバーとして、適時情報の開示の要否および開示方法・内容
の適正性の検証や財務諸表情報等の適正性の判定・確認を行います。 




